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1. はじめに 

 近年の地球環境問題への意識の高まり、平面的に広がり

すぎた都市構造に対する将来的不安から、これからの都市

開発における都市将来像として、コンパクトシティの考え方

を基本理念として掲げることが多くなってきている。そこで本

研究では、都市のコンパクト性を考えるために、都市のコン

パクト性を表す指標を選定し、実際にどのような都市がコン

パクトであるかを評価する。 

2. コンパクト性を表す指標 

 都市の状態を表す指標については様々なものがある。そ

こで本研究では、都市のコンパクト化の視点において重要

と考えられるものを大きく 5 つの視点、①居住密度、②都市

機能の集積、③都市施設の維持管理の効率性、④車依存

性、⑤都市の財政力にわけ、それぞれの視点を代表するコ

ンパクト性を表すであろう都市の評価指標として、①D.I.D

人口密度、②大規模小売店集積度、③下水道施設の効率

性、④マイカー通勤通学率、⑤財政力指数(表-1)の 5 つの

指標を選定し算出した。 

① D.I.D 人口密度 

 国勢調査で発表されている D.I.D の人口密度を採用し、

市街地の居住密度におけるコンパクト性について評価す

る。 

② 規模小売店集積度 

 売り場面積が 500 ㎡以上の小売店を大規模小売店とし、

当該市の車利用買物圏の範囲をD.I.Dから5㎞の範囲、中

心市街地を昼間人口総数が 1ｋ㎡につき 8000 人以上と定

義したうえで、車利用圏に対する中心市街地の大規模小売

店舗数の割合を商業統計メッシュデータ（1 メッシュ＝1km

×1km）により算出したものである。中心市街地における商

業機能の集積度を表し、当該市の都市機能立地のコンパク

ト性を表す 1）。 

③ 下水道施設の効率性 

 都市施設の維持管理の効率性を表す指標として、下水道

施設の維持管理の効率性について考える。これは、下水道

法第 9条により供用開始が公示された区域である「処理区 

域」の人口 1 人あたりに対する下水道統計に示された下水 

 

道施設の管理費における維持管理費の割合を算出したも

ので、処理区域人口一人当たりにおける維持管理費を表

す。この値の低いものほど施設の維持管理における効率性

の高さを示し、当該市は下水道の維持管理という点でコン

パクトであると考えられる。他の指標との相関は表-2 に示す

とおりで、D.I.D 人口密度，大規模小売店集積度とは負の

相関、マイカー通勤通学率とは正の相関があり、これらの指

標よりコンパクト性について評価することができる。 

④ マイカー通勤通学率 

 国勢調査に示された通勤通学における交通手段別の利

用人口より全交通手段におけるマイカーの利用人口の割合

を算出したもので、当該市の自動車への依存度を表す。 

⑤ 財政力指数 

財政収入額の財政需要額における割合の過去 3 年間の

平均値でこの値が1に近くあるいは1を越えるほど財源には

余裕があるとされている。これは、都市の財政面からのコン

パクト性につながる指標である。 

3. 評価対象都市の抽出 

 評価対象都市としては、人口規模が約 10 万～20 万人で

通勤通学における人口流出率が約 20％以下の自己完結

性が比較的高いと考えられる都市とした。さらに、表-1 の 5

つの評価指標におけるデータの有無と照らし合わせて、対

象都市は 35 都市(表-1)とした。 

4. 評価対象都市の分析と都市の分類 

本研究においては、評価対象都市について選定した指

標を用いた主成分分析によって都市の分析を行った。主成

分分析の結果は表-2，3，4，5 に示すとおりで、主成分 1 に

ついては、固有値ベクトルの式における各変数の項の係数

が、D.I.D 人口密度，大規模小売店集積度は正、マイカー

通勤通学率，都市施設の効率性は負の影響を与える。また、

財政力指数については 0.105 といった小さな値をとるため、

与える影響も小さいと考えられる。よって、主成分 1は『都市

規模と都市機能の集積性と効率性』を示していると考えられ

る。主成分２については、主に財政力指数が大きく正の方

向に影響を与えるため、主成分 2 を『都市の財政力』とする。

次に、得られた 2 つの主成分からクラスター分析のウォード 

 キーワード コンパクト 居住密度 集積性 都市経営 車依存性 主成分分析 

連絡先   〒158-8557 東京都世田谷区玉堤 1丁目 28 番 1 号 TEL 03-3703-3111(内線：6525) FAX 03-5707-1156 

土木学会第58回年次学術講演会（平成15年9月）

-285-

IV-143



法を行い、35 都市をⅠ～Ⅵに分類した（図-1）。 

・分類Ⅰ：小田原市 

 都市の居住密度，都市機能，都市規模などにおける集積 

性・効率性の高さがみられ、財政力も高い。 

・分類Ⅱ：佐賀市・呉市・小樽市・別府市・弘前市 

 都市機能・規模の集積・効率性は高いものの、財政力に

おいては低い。 

・分類Ⅲ：長岡市・甲府市・日立市・徳山市・新居浜市・ 

山口市・津市・宇部市・苫小牧市 

 都市機能・規模の集積・効率性は中程度であるが、財政 

力は比較的高めの都市が多い。 

・分類Ⅳ：会津若松市･今治市･鳥取市･釧路市･延岡市 

 分類Ⅲと同じく都市機能・規模の集積・効率性は中程度

であるが、財政力において低い都市が多い。 

・分類Ⅴ：足利市・上田市・小松市・防府市・上越市・ 

岩国市・米子市 

 財政力が高い都市が多いものの、都市機能・規模の集

積・効率性は全体的にかなり低い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・分類Ⅵ：北見市・八代市・大牟田市・石巻市・室蘭市・ 

酒田市・都城市 

都市機能・規模の集積・効率性，財政力ともに低い。 

5. まとめ 

 主成分分析とクラスター分析により評価対象都市の 35 都

市を分析・分類した結果、図-1 において縦軸が都市機能・

都市規模の集積性・効率性の高さを示すことから、分類Ⅰ・

Ⅱ，分類Ⅲ・Ⅳ，分類Ⅴ・Ⅵの順に都市機能・都市規模の

集積性・効率性が高いとみられる。さらにその中でも、分類

Ⅰ・Ⅲ・Ⅴは財政力が高く、分類Ⅱ・Ⅳ・Ⅵは逆に低い。都

市のコンパクト性を考えるとき、注目すべき点は居住密度の

高さ，都市機能の集積性・効率性の高さ，車依存性の低さ，

加えて都市の経済力の高さであり、この分析においては分

類Ⅰ～Ⅵの都市ほど順にコンパクト性の高さを表す要因が

多いと推測できる。本研究においては 5 つの指標に限定し

て分析を行なったが、都市指標には様々なものがあり、都

市のコンパクト性を表す指標も多数存在するであろうと考え

られる。そこで、都市のコンパクト性を評価するにあたって、

都市指標をさらに検討し、どのような都市がコンパクトである

かを正確に評価していくことが今後の課題である。 
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人 口 総 数
流 出
人 口
比 率

①
D .I .D
人 口 密 度

②
大 規 模
小 売 店
集 積 度

③
下 水 道
施 設 の
効 率 性

④
マ イ カ ー
通 勤
通 学 率

⑤
財 政 力
指 数

(人 ) ( % ) (人 / h a ) ( % ) (千 円 /人 ) ( % ) (－ )

小 樽 市 1 5 0 ,6 8 7 8 .4 5 4 .0 3 3 6 .6 8 .7 3 5 .2 0 .4 8
室 蘭 市 1 0 3 ,2 7 8 5 .1 3 0 .5 6 1 0 .7 1 2 .2 5 3 .1 0 .6 2
釧 路 市 1 9 1 ,7 3 9 3 .4 4 3 .8 2 2 9 .1 1 0 .0 5 4 .5 0 .5 5
帯 広 市 1 7 3 ,0 3 0 5 .8 3 8 .5 0 1 0 .3 2 .9 6 0 .7 0 .5 4
北 見 市 1 1 2 ,0 4 0 4 .1 4 3 .8 2 1 2 .5 8 .7 5 6 .1 0 .5 2
苫 小 牧 市 1 7 2 ,0 8 6 3 .8 4 1 .6 1 3 .4 8 .2 5 6 .0 0 .8 8
弘 前 市 1 7 7 ,0 8 6 6 .4 5 1 .1 6 3 4 .5 5 .6 4 5 .9 0 .5 1
石 巻 市 1 1 9 ,8 1 8 1 0 .3 3 9 .3 1 1 1 .1 1 4 .3 5 3 .8 0 .6 4
酒 田 市 1 0 1 ,3 1 1 6 .1 4 1 .3 5 5 .3 1 4 .7 6 4 .6 0 .6 5
会 津 若 松 市 1 1 8 ,1 1 8 6 .7 5 7 .2 4 2 1 .1 1 0 .1 5 1 .1 0 .6 8
日 立 市 1 9 3 ,3 5 3 8 .3 4 2 .8 0 1 7 .2 5 .1 4 5 .0 0 .8 3
足 利 市 1 6 3 ,1 4 0 1 4 .1 3 8 .6 5 1 2 .8 1 0 .0 5 4 .7 0 .7 3
小 田 原 市 2 0 0 ,1 7 3 2 0 .5 5 7 .2 3 5 0 .9 5 .9 3 5 .9 1 .0 3
長 岡 市 1 9 3 ,4 1 4 6 .8 5 6 .3 8 1 8 .0 6 .4 5 3 .1 0 .7 9
上 越 市 1 3 4 ,7 5 1 8 .1 3 7 .9 8 3 .6 1 1 .2 5 6 .7 0 .7 4
小 松 市 1 0 8 ,6 2 2 1 3 .9 4 0 .5 3 8 .3 1 0 .0 6 1 .3 0 .7 4
甲 府 市 1 9 6 ,1 5 4 1 1 .7 5 3 .0 6 1 9 .4 8 .9 4 9 .7 0 .8 6
上 田 市 1 2 5 ,3 6 8 1 0 .8 3 9 .0 1 1 8 .5 1 2 .0 6 0 .9 0 .7 6
津 市 1 6 3 ,2 4 6 1 5 .0 4 3 .7 0 1 6 .7 1 2 .2 5 2 .1 0 .9 2
鳥 取 市 1 5 0 ,4 3 9 3 .9 5 5 .4 1 2 6 .7 1 7 .0 5 4 .8 0 .6 8
米 子 市 1 3 8 ,7 5 6 8 .6 4 2 .5 9 1 0 .3 2 1 .8 5 8 .6 0 .7 6
呉 市 2 0 3 ,1 5 9 9 .9 5 6 .0 4 5 0 .0 1 1 .2 3 4 .9 0 .7 1
宇 部 市 1 7 4 ,4 1 6 8 .2 3 2 .8 7 3 4 .1 1 2 .2 5 4 .3 0 .7 8
山 口 市 1 4 0 ,4 4 7 1 1 .3 4 1 .3 4 2 0 .5 9 .6 5 2 .6 0 .7 3
徳 山 市 1 0 4 ,6 7 2 1 3 .8 3 5 .7 0 3 9 .3 1 1 .7 4 9 .9 0 .8 7
防 府 市 1 1 7 ,7 2 4 1 0 .2 2 9 .9 2 1 6 .1 1 2 .9 5 5 .2 0 .7 7
岩 国 市 1 0 5 ,7 6 2 9 .5 2 9 .5 2 1 4 .8 2 1 .2 4 8 .9 0 .8 3
今 治 市 1 1 7 ,9 3 0 5 .8 4 8 .4 5 1 9 .6 1 0 .9 4 4 .6 0 .6 3
新 居 浜 市 1 2 5 ,5 3 7 5 .9 3 1 .0 1 2 0 .5 5 .4 4 7 .4 0 .7 1
大 牟 田 市 1 3 8 ,6 2 9 9 .8 3 6 .7 0 1 8 .9 2 1 .7 4 6 .5 0 .4 9
佐 賀 市 1 6 7 ,9 5 5 9 .9 5 3 .3 4 3 8 .1 8 .3 2 7 .3 0 .7 1
八 代 市 1 0 6 ,1 4 1 6 .3 3 3 .4 0 1 7 .4 1 2 .3 5 0 .5 0 .6 0
別 府 市 1 2 6 ,5 2 3 1 1 .3 6 0 .5 7 2 2 .2 7 .3 4 1 .1 0 .6 0
都 城 市 1 3 1 ,9 2 2 6 .8 3 8 .1 7 1 5 .0 1 8 .6 6 4 .6 0 .5 0
延 岡 市 1 2 4 ,7 6 1 3 .4 4 4 .0 8 1 5 .4 8 .8 4 8 .7 0 .5 7

表-1 35都市の評価指標と都市データ 

表-2 各指標の相関関係 
① ② ③ ④ ⑤

① D .I.D 人 口 密 度 0.465 -0 .501 -0 .342 0 .007
② 大 規 模 小 売 店 集 積 度 0.465 -0 .723 -0 .210 0 .123
③ 都 市 施 設 の 効 率 性 -0 .501 -0 .723 0 .293 -0 .072
④ マ イ カ ー 通 勤 通 学 率 -0 .342 -0 .210 0 .293 -0 .079
⑤ 財 政 力 指 数 0.007 0 .123 -0 .072 -0 .079

主 成 分  1 主 成 分  2 主 成 分  1 主 成 分  2
小 樽 市 　 　 　 2 . 3 8 4 - 1 . 8 7 0 津 市 　 　 　 　 - 0 . 1 5 3 1 . 6 1 0
室 蘭 市 　 　 　 - 1 . 4 5 9 - 0 . 3 0 2 鳥 取 市 　 　 　 0 . 2 2 7 - 0 . 3 9 5
釧 路 市 　 　 　 0 . 1 3 9 - 1 . 0 3 6 米 子 市 　 　 　 - 1 . 7 9 2 0 . 4 1 9
帯 広 市 　 　 　 - 0 . 9 1 0 - 0 . 9 2 3 呉 市 　 　 　 　 3 . 1 2 1 - 0 . 2 4 0
北 見 市 　 　 　 - 0 . 6 5 5 - 1 . 2 5 8 宇 部 市 　 　 　 - 0 . 2 0 7 0 . 8 5 9
苫 小 牧 市 　 　 - 0 . 8 7 3 1 . 4 0 3 山 口 市 　 　 　 - 0 . 0 9 5 0 . 3 0 6
弘 前 市 　 　 　 1 . 6 6 7 - 1 . 4 9 6 徳 山 市 　 　 　 0 . 5 8 1 1 . 4 3 7
石 巻 市 　 　 　 - 1 . 1 4 7 - 0 . 3 5 4 防 府 市 　 　 　 - 1 . 3 2 3 0 . 8 2 2
酒 田 市 　 　 　 - 2 . 0 4 5 - 0 . 2 6 3 岩 国 市 　 　 　 - 1 . 5 6 0 1 . 1 5 2
会 津 若 松 市 　 0 . 8 3 9 - 0 . 4 0 8 今 治 市 　 　 　 0 . 6 1 7 - 0 . 6 3 9
日 立 市 　 　 　 0 . 7 5 8 0 . 9 8 6 新 居 浜 市 　 - 0 . 0 2 3 0 . 3 7 9
足 利 市 　 　 　 - 0 . 7 6 6 0 . 3 6 2 大 牟 田 市 　 - 1 . 1 1 2 - 1 . 4 9 2
小 田 原 市 　 　 3 . 8 1 4 2 . 1 2 1 佐 賀 市 　 　 　 3 . 1 5 2 - 0 . 2 2 7
長 岡 市 　 　 　 0 . 8 7 5 0 . 4 5 2 八 代 市 　 　 　 - 0 . 8 4 3 - 0 . 5 1 6
上 越 市 　 　 　 - 1 . 4 5 1 0 . 4 3 8 別 府 市 　 　 　 1 . 8 9 0 - 1 . 1 0 4
小 松 市 　 　 　 - 1 . 3 0 7 0 . 4 3 2 都 城 市 　 　 　 - 2 . 1 8 1 - 1 . 3 0 8
甲 府 市 　 　 　 0 . 8 5 4 0 . 9 9 1 延 岡 市 　 　 　 0 . 0 1 5 - 0 . 9 4 6

上 田 市 　 　 　 - 1 . 0 3 1 0 . 6 0 6

表-5 主成分得点 
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図-1 クラスター分析による類型的

表-3 固有値ベクトルの式における各項の係数 
 主 成 分  1  主 成 分  2  主 成 分  3

D . I . D 人 口 密 度 0 . 4 9 6 - 0 . 1 8 9 - 0 . 1 3 2
大 規 模 小 売 店 集 積 度 0 .5 4 8 0 . 0 1 8 0 . 3 9 4
下 水 道 施 設 の 効 率 性 - 0 . 3 4 6 - 0 . 0 3 9 0 . 8 7 0
マ イ カ ー 通 勤 通 学 率 - 0 . 5 6 8 0 . 0 5 7 - 0 . 2 6 3
財 政 力 指 数 0 .1 0 5 0 . 9 7 9 0 . 0 1 8

表-4 固有値と寄与率 
主 成 分 N o . 固 有 値 寄 与 率 ( ％ ) 累 積 ( ％ )

1 2 . 3 2 7 4 6 . 5 3 2 4 6 . 5 3 2
2 1 . 0 0 0 1 9 . 9 9 8 6 6 . 5 3 0
3 0 . 8 6 7 1 7 . 3 3 0 8 3 . 8 6 0
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